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2. サービスの検討 

本章では、共同研究における想定サービスを示す。想定サービスを検討す

るにあたり、物流事業の現状と課題を整理するとともに、実際に行われてい

る商用サービスを整理した。その上で、官と民各々で収集する ETC2.0 プロ

ーブデータを共用することにより成立しうるサービスを抽出した。 

 

2.1 物流事業の現状と課題の整理 

本節では、我が国の物流事業、特に、トラック輸送事業の現況を把握す

るとともに、現在利用されている車両運行管理サービスによる物流効率化

の現状を示す。また、実際に物流事業者からのヒアリングを通して、物流

事業者の課題を整理した上で、物流事業者のニーズを抽出する。 
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2.1.1 物流事業の現状 

(1) トラック輸送事業の現状 

表2-1に平成25年度の国内貨物輸送の輸送機関別輸送トン数と分担率

を示す。国内貨物輸送量は、トンベースでは年間約 48 億トン（平成 25

年度）であり、トラック輸送の占める割合は 91.1％である。トンキロベ

ースでは約 4209 億トンキロ（同年度）となっており、距離が長い輸送は

内航海運の利用が多くなるが、トラック輸送の占める割合は 50.9％であ

る。 

 

表 2-1 国内貨物輸送の輸送機関別輸送トン数と分担率（平成 25 年度） 
  トンベース トンキロベース 

  輸送トン数 分担率 輸送トンキロ数 分担率 

トラック 4,346 百万ｔ 91.1 % 214,092 百万ｔキロ 50.9 %

鉄道 44 百万ｔ 0.9 % 21,071 百万ｔキロ 5.0 %

内航海運 378 百万ｔ 7.9 % 184,860 百万ｔキロ 43.9 %

航空 1 百万ｔ 0.0 % 967 百万ｔキロ 0.2 %

計 4,769 百万ｔ   420,990 百万ｔキロ   

資料: 国土交通省・各種統計     

  トラック：自動車輸送統計、鉄道：鉄道輸送統計、内航海運：内航船舶輸送統計、航空：航空輸送統計

 

国内貨物輸送の推移をトンベースでみた場合は、近年の建設需要の減

少などで、重量の嵩む建設資材の輸送が減少し、平成 13 年度の 60 億ト

ンに比べて国内貨物輸送量は 21％減少している（表 2-2）。一方、トンキ

ロベースでみた場合は、比較的輸送距離の長い生産関連物資や消費物資

の荷動きの伸びなどが反映され、平成 15 年度以降の輸送量は増加傾向で

推移してきた。また、トラック輸送が占める割合も平成 13 年度以降増加

してきた。しかし、リーマンショックによる世界的な金融危機と同時不

況により輸送需要が急速に減少したことから、平成 20 年度以降はトンキ

ロベースでも 4年連続で減少してきたが、平成 25 年度は平成 24 年度と

比較して増加している（表 2-1、表 2-3）。 
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表 2-2 国内貨物輸送の輸送トン数の推移 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：日本のトラック輸送産業－現状と課題－：2013 年 全日本トラック協会） 

 

表 2-3 国内貨物輸送の輸送トンキロの推移 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：日本のトラック輸送産業－現状と課題－：2013 年 全日本トラック協会）
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輸送機関別の分担率を見てみると、営業用トラックの貨物輸送はトン

ベースで増加を続けており、他の輸送機関がそれぞれ横ばい、もしくは

微減となるなかで、営業用トラックは着実にシェアを拡大し続けている

（表 2-2）。 

以上、トラック輸送の国内貨物輸送量に対する分担率、その推移をみ

ても、物流事業におけるトラック輸送の役割は大きく、したがって、ト

ラック輸送の効率化は、物流事業の効率化に直結し、経済活動の活性化

に大きく寄与するといえる。 
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貨物自動車運送事業者 58,287 社のうち、 

零細企業（10 台以下）31,464 社（54%） 

小規模企業（11 台～50 台）23,151 社（40%） 

中規模企業（51 台～200 台）3,399 社（6%） 

大規模企業（201 台～500 台）205 社（0.3%） 

特大規模企業（501 台以上）68 社（0.1%） 

貨物自動車運送事業者 58,287 社のうち、 

零細企業（10 名以下）26,970 社（46%） 

小規模企業（11 名～50 名）26,032 社（45%） 

中規模企業（51 名～300 名）5,059 社（9%） 

大規模企業（301 名～1,000 名）166 社（0.3%）

特大規模企業（1,001 名以上）66 社（0.1%） 

表 2-4、表 2-5 に車両規模別事業者数、従業員規模別事業者数を示す。

車両規模別事業者数および従業員規模別事業者数ともに、貨物自動車運

送事業者 58,287 社のうち、車両数 200 台以下、従業員数 300 名以下の零

細～中小規模企業が 99％以上を占めている状況である。 

 

表 2-4 車両規模別事業者数 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：日本のトラック輸送産業－現状と課題－：2013 年 全日本トラック協会） 

 

表 2-5 従業員規模別事業者数 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：日本のトラック輸送産業－現状と課題－：2013 年 全日本トラック協会） 
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一方、トラック運送事業者の1社平均の営業収益は年々減少しており、

平成19年度（2007年度）では約2.1億円であったのが、平成24年度（2012

年度）には約 1.8 億円と 13％減少している。また、営業利益率は常にマ

イナスであり、平成 19 年度で－0.4％であったのが、平成 24 年度には－

2.1％と年々悪化している状況である（図 2-1）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（経営分析報告書 全日本トラック協会 のデータをもとに作成） 

図 2-1 貨物運送事業の営業収益・営業利益率の推移（1 社平均） 
 

トラック運送事業は、典型的な労働集約型の事業である。このため、

運送コストのうち人件費の比率が最も高く、平成 24 年度で 37.6％を占

める。また、燃料費の比率は年々増加し、平成 10 年度（1998 年度）で

は 10.9％の比率が、平成 24 年度（2012 年度）には 19.5％まで増加し運

送コストを圧迫している状況である（図 2-2）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（トラック運送事業の総経費の構成（全日本トラック協会）のデータをもとに作成） 

図 2-2 トラック運送事業総経費の構成の推移 
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また、ドライバーの高齢化も進んでいる。総務省の調査によると、平

成 25 年度でトラック運送事業に従事する従業員は約 187 万人である。こ

のうち、輸送・機械運転従事者は 84 万人で全体の約 45％を占めている

（表 2-6）。一方、年齢階級別就業者構成比は、平成 15 年度では 10～30

代が 45.7％、60 代以上が 8.2％であったのに対し、平成 25 年度には 10

～30 代が 33.1％、60 代以上が 15.0％と、若手ドライバーの割合が減り、

高齢ドライバーの割合が増加している（図 2-3）。輸送・機械運転従事者

が平成 15 年度からほぼ横ばいに対し、60 代以上の構成比が増加してい

る状況は、若手ドライバー数が減少し高齢ドライバー数が増加している

ことを意味する。 

表 2-6 道路貨物運送事業の就業者数の推移 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：日本のトラック輸送産業－現状と課題－：2013 年 全日本トラック協会） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：日本のトラック輸送産業－現状と課題－：2013 年 全日本トラック協会） 

図 2-3 年齢階級別就業者構成比 
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(2) 車両運行管理の普及と物流事業の効率化 

トラック運送の効率化を図るため、今までに様々な車両運行管理シス

テムが開発され活用されている状況である。しかし、物流事業者のうち、

9 割以上の小規模・零細企業にとって、比較的高価な車両運行管理シス

テムの導入が難しい状況も一部見られる。 

 

動態管理サービス ： 何時何分にどの車両がどこにいた、という

車両の位置を画面上に表示するサービス 

警報 /通知サービス 

(事故時、盗難時、メン

テ時期) 

： 特定の車両に何かが起こった場合に車両を

管理する運行管理者に警報を行う機能であ

る。例えば、事故が発生し、走行が不可能

になった場合、車庫からいつもとは異なる

時刻に出発したり、いつもと違う経路を走

行している場合に盗難の可能性があると判

断して通報するなどのサービス 

渋滞情報生成サービス ： 同一の道路における複数の車両の走行速度

を計測することによって、その道路の交通

流量を計測し、交通流量が少ない場合は渋

滞であると判定するサービス 

ヒヤリハットマップ生

成サービス 

： 一般的には過去に事故が発生した場所や事

故にならないまでもドライバーがヒヤリと

した地点を地図上に記録するサービス 

車両軌跡表示サービス ： 動態管理サービスにおいて時間ではなく、

特定の車両について注目し、時間軸に添っ

て軌跡情報として表示するサービス 

運転日報サービス ： 特定の車両がその日、何時にどこを出発し、

どこに荷物を配送し、何時に車庫に戻って

きたかを日報形式で表示するサービス 

省燃費運転レポートサ

ービス 

： 特定の車両、もしくはその物流車両を運転

するドライバーがどれだけエコな運転を行

っていたのかを示すレポートを作成するサ

ービス 

安全運転診断サービス ： 動態管理サービスにおいて時間ではなく、

特定の車両について注目し、時間軸に添っ

て軌跡情報として表示するサービス 
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一方、ETC2.0 においては、料金収受の他に ITS スポットを活用した新

たなサービスの導入が予定されている（図 2-4）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-4 ETC2.0 の概要とその活用 
 

ITS 車載器により収集される個車のプローブ情報を、物流事業者及び物

流支援サービス事業者へ配信することで、比較的安価に運行管理を支援

することが可能となる。このことにより、車両運行管理システムの導入

が困難であった事業者、特に零細～中小規模企業においても、車両運行

管理が実現できるようになる。さらに、サービス提供については、ITS

車載器およびITSスポットにより収集したETC2.0プローブデータの民間

開放による新規サービスの展開が期待される。 

具体的には、車両運行管理の普及により、物流事業の効率化を図るこ

とが可能となる。 

 

 

 

 

 

 



2-10 

 

(3) 物流事業者へのヒアリング 

(1)および(2)を踏まえ、規模の異なる物流事業者 5 社に対してヒアリ

ングを行い、以下の 1)～3)の項目について確認した。 

 

1) 物流事業者の輸送実態 

2) 車両運行管理システムに対する利用の可否と課題 

3) 物流支援サービスの有効性、魅力 

 

なお、ヒアリングを実施した事業者を表 2-7 に示す。 

 

表 2-7 ヒアリングを実施した物流事業者 
事業者名 小規模 A社 中規模 B社 大規模 C社 大規模 D社 特大規模 E社 

本社所在地 兵庫県 大阪府 福岡県 大阪府 東京都 

資本金 3,400 万円 1,000 万円 3,000 万円 5,000 万円 約 702 億円 

従業員数 約 60 名 － 約 450 名 約 580 名 約 33,150 名 

事業内容 一般貨物 

産廃物の運搬 

機密書類リサ

イクル、等 

一般貨物 共同配送 

特殊輸送 

引越移転輸送

産廃収集運搬

等 

一般貨物 

軽自動車運送 

倉庫業 

引越事業 

産廃収集運搬 

等 

自動車/鉄道/

海上/航空輸送 

倉庫 

プラント輸送 

特殊輸送 

等 
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ヒアリング調査により収集した情報の整理結果を以下に示す。なお、

ヒアリング調査結果の一覧表を巻末の参考資料に掲載する。 

 

1) 物流事業者の輸送実態 

・定常輸送を主としている場合は高速道路を定期に利用している。非

定常輸送を主としている場合は顧客の要望に合わせて高速道路を利

用している。 

・特大規模企業には零細～中小規模の協力企業が存在し、その車両数

は自社保有車両数の 3～4倍程度である。 

 

2) 車両運行管理システムに対する利用の可否と課題 

・中小規模企業では独自に車両運行管理システムを開発することは困

難であり、民間の車両運行管理サービスを活用しているのが現状で

ある。 

・活用している車両運行管理システムはデジタコを利用しているが、

デジタコ導入費用が高額のため、導入を諦める業者が存在する。 

・特大規模企業は独自のシステムを開発・活用しているが、導入費用

が高額のため、協力企業へ自社のシステムを強要できない。 

 

3) 物流支援サービスの有効性、魅力 

〈リアルタイムの位置情報〉 

・定常運送を主とする事業者にとってリアルタイムの運行管理は重要

である。 

・荷主からの問合せ等の対応は迅速なレスポンスが重要である。 

・リアルタイムの位置情報に道路上の発生事象の情報を併せることが

できれば、配車や迂回の判断、車両故障時の対応に活用可能である。 

・デジタコがオンライン仕様でない場合、事後の軌跡分析が主体とな

り、リアルタイムでの位置情報の把握は不可である。 

・走行記録の客観的なデータは顧客との価格交渉にも活用可能である。 

〈労務管理〉 

・非定常運送を主とする事業者は労務管理が重要。 

・車両運行管理システムを活用している理由として、労務管理がある。 

・正確な記録を労務管理の証明として使いたい。 
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2.1.2 物流事業の課題とニーズ 

2.1.1 より、運送コストの圧迫やドライバーの高齢化などを背景に、効

率的な車両の動態やドライバーの労務管理の高度化が期待されているこ

とが確認された。特に、物流事業者全体の 99%を占める零細～中小規模

企業にとっても、必要最低限の車両運行管理システムを導入したいとい

うニーズがあることが分かった。 

そこで、ヒアリング調査結果を整理し、物流事業におけるニーズを図

2-5 のように抽出した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-5 物流事業者のニーズ 

■荷主 

(1) リアルタイムな運行状況の把握 

・荷物の即時配達や急な道路交通渋滞・道路規制に伴う車両の位置情報 

(2) ジャスト・イン・タイム 

・定刻の配送、正確な到着時刻 

 

■物流事業者 

【零細及び中小規模企業】 

(1)車両の運行管理  

・荷物の現在地把握 ⇒ 車両の現在地と到着予測時刻の算出  

・配置要請への最短時間対応、荷主の信頼性確保  

(2)日報処理や運行計画策定の高度化  

・プローブ情報を活用した日報作業の自動化によるドライバー作業の解消  

・輸送経路と頻度、経費を踏まえた定期的な運行計画の最適化  

(3)データに基づく労務管理の実施  

・走行経路や所要時間、停車時間等の客観的な運行状態の把握、分析  

(4)安全運転及びエコドライブの支援・教育  

・車両の挙動記録から、ドライバーへ安全運転・エコドライブを啓発  

 

【大及び特大規模企業】 

(5)協力企業の車両も含めた全体の運行状況の管理  

・保有車両には専用の車載器を搭載し、独自システムによる運行管理を実現。一方、

協力企業の車両数は大・特大企業の 3～4 倍、これに高額な専用車載器の強要は

不可であり、企業全体の運行管理が実現できていない。  

・協力企業車両への安価な車載器の搭載による運行管理が期待  
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2.2 運行管理サービスの分析 

現在、デジタルタコメータなどの車載器を応用し、通信網を用いて 1日

の業務に係る情報(通過した時刻、位置情報など)をセンター装置に集約し、

物流事業者の事務所などで閲覧できるようなサービスがすでに商用化さ

れている。 

本節ではまず、本共同実験の環境を用いて取得できる ETC2.0 プローブ

データがどのような特徴を持っているのかを整理し、現在商用としてサー

ビスが行われているサービス、もしくは、検討されているサービスをプロ

ーブデータの特徴に基づき分類した後、個々のサービスについて簡単な説

明を行う。 

 

2.2.1 プローブデータから取得できる情報の種類 

今回の共同実験では規定されたタイミングごとに ITS 車載器に位置情

報を蓄積し、ITS スポット、もしくは、民間の路側機へ ETC2.0 プローブ

データをアップリンクするシステム構成となっている。ITS 車載器で蓄

積している ETC2.0 プローブデータの内容や記録するタイミングについ

ては一般財団法人道路新産業開発機構(HIDO)で規定されている車載器仕

様に沿ったプローブデータとなっている。上記の仕様によれば、ITS 車

載器で規定されたタイミングにおいて蓄積している情報は基本情報、走

行履歴、挙動履歴で構成される。 

このうち、走行履歴は、時刻、緯度経度、道路種別（高速、都市高速、

一般道、その他）等のデータで、200m 毎又は 45 度方向転換時点で蓄積

される。挙動履歴は、時刻、緯度経度、方位、道路種別、前後加速度、

左右加速度、ヨー加速度等のデータで、前後加速度、左右加速度、ヨー

角速度のいずれかが閾値を超えた時に蓄積される。 

これらの情報を ITS スポットや民間の路側機の下を通過したタイミン

グで蓄積されている ETC2.0 プローブデータをアップリンクする。一般的

な物流事業者では複数の物流車両を保有しているため、これらの組の

ETC2.0 プローブデータを車両の台数分だけセンター装置で管理するこ

とになる。 
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2.2.2 機能分類 

ETC2.0 プローブデータには 1 台、1 台の車両ごとに特定の時刻に対す

る位置(緯度、経度)、速度、高度が記録されている。しかしながら高度

は緯度、経度と合わせて 3次元上の位置を示すものであり、速度につい

ては位置情報を進行方向の時間によって微分したものである。つまり、

センター装置で管理されている ETC2.0 プローブデータは 

 

・どの車両が 

・どの時刻に 

・どの位置(緯度、経度、高度) 

 

に存在したかという情報で構成されている。一般的なテレマティクス

サービスは上記の 3つの軸のうち1つの軸を固定することでサービス提

供者にわかりやすく分類できる。 

表 2-8 に車両、時刻、位置の 3 つの軸のうち固定した軸とそれに対応

するサービスの分類を示す。 

 

表 2-8 機能の分類 

 固定軸 サービス 

 時刻 位置 車両

(1) ○   ・動態管理サービス 

・警報/通知サービス(事故時、盗難時、メンテ

時期) 

(2)  ○  ・渋滞情報生成サービス 

・ヒヤリハットマップ生成サービス 

(3)   ○ ・車両軌跡表示サービス 

・運転日報サービス 

・省燃費運転レポートサービス 

・安全運転診断サービス 
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(1) 特定の時刻において車両及び、位置を表現したサービス 

 

ある特定の時刻、もしくは幅をもたせ

た時間においてプローブデータを選択し、

車両及び、その位置をサービス提供者に

提供するものである。具体的な機能の例

としてはある特定の時刻(時間)に車両の

位置を地図上に表示するなどの車両動態

管理サービスがこの代表的な例である。 

 

・動態管理サービス 

・警報/通知サービス(事故時、盗難時、メンテ時期) 

 

(2) 特定の位置において時刻(時間)及び車両を用いたサービス 

 

ある特定の地点(位置)、もしくはリンク

などの場所においてプローブデータを選択

し、時刻及び車両を用いてサービス提供者

に提供するものである。具体的な機能の例

としてはある特定の道路を通過した車両の

台数を測り、渋滞の判定を行う渋滞情報生

成機能がこの代表的な例である。 

 

・渋滞情報生成サービス 

・ヒヤリハットマップ生成サービス 
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(3) 特定の車両について時刻及び位置を用いたサービス 

 

特定の車両についてプローブデータを選

択し、時刻、位置を複数まとめた軌跡を用

いることによって、その車両がどのように

動いたかという軌跡を表現することが可能

である。このような特定車両の軌跡を用い

たサービスとしては以下のようなサービス

が存在する。 

 

・車両軌跡表示サービス 

・運転日報サービス 

・省燃費運転レポートサービス 

・安全運転診断サービス 

 

以下、上記の個々のサービスについて詳細に説明する。 
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2.2.3 サービス例 

以下にテレマティクスサービスで提供されている一般的なサービスに

ついて例示する。 

 

(1) 動態管理サービス 

 

何時何分にどの車両がどこにいた、という車両の位置を画面上に表示

するサービスである。一般的にはユーザにわかりやすく表示するため、

地図の上に車両のアイコン及び、車両を示す識別子(例えば車両の登録ナ

ンバーなど)を表示するケースが多い。突発的な配送の要求があった場合、

近くにいる物流車両を検索する際に用いられる。 

動態管理サービスはリアルタイム性が要求されるのに対し、すべての

プローブ情報が必要ではなく、プローブ情報の欠測に対する依存度は低

い。 

 

 
http://www.yushin-transport.com/service.html 

図 2-6 動態管理サービスのイメージ例 
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 (2) 警報/通知サービス (事故時、盗難時、メンテ時期) 

 

特定の車両に何かが起こった場合に車両を管理する運行管理者に警報

を行う機能である。例えば、事故が発生し、走行が不可能になった場合、

車庫からいつもとは異なる時刻に出発したり、いつもと違う経路を走行

している場合に盗難の可能性があると判断して通報するなどのサービス

がある。 

また、毎日積算される走行キロ数からオイルの交換時期を警告したり、

タイヤの交換を警告するなどメンテナンス時期を知らせるサービスも存

在する。 

警報/通知サービスは盗難判定などのサービスにおいてはリアルタイ

ム性が要求されるのに対し、メンテナンス警告などのサービスではあま

りリアルタイム性は必要とされない。また、すべてのプローブ情報が必

要ではなく、欠測に対する依存度は低い。 

 

 

http://www.yamax-kokura.jp/isuzu/ 

図 2-7 警報/通知サービスのイメージ例 
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 (3) 渋滞情報生成サービス 

 

同一の道路における複数の車両の走行速度を計測することによって、

その道路の交通流量を計測し、交通流量が少ない場合は渋滞であると判

定する機能である。渋滞予測においては以前より研究がされているが、

最近の研究では道路を通過する車両すべての速度がわからなくとも、通

過台数の数％の速度が計測できるだけで本来の交通流量が予測可能であ

る、ということもわかり、プローブ情報を用いた交通流及び、渋滞情報

生成の精度が向上してきている。 

渋滞情報生成サービスは 5分ごとに渋滞情報を生成する必要があうた

め、リアルタイム性が要求される。一方ですべてのプローブ情報が必要

ではなく、欠測に対する依存度は低い。 

 

 

http://www.honda.co.jp/internavi/about/jam/ 

図 2-8 渋滞情報生成サービスのイメージ例 
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 (4) ヒヤリハットマップ生成サービス 

 

一般的には過去に事故が発生した場所や事故にならないまでもドライ

バーがヒヤリとした地点を地図上に記録したものがヒヤリハットマップ

である。最近では、ドライブレコーダの記録情報やプローブ情報などか

ら急ブレーキを踏んだ地点を自動的に抽出することで地図に表示するな

どのサービスも実現可能になってきている。 

ヒヤリハットマップ生成サービスはヒヤリハット地点を統計的に表示

するものであり、リアルタイム性及び、プローブ情報の欠測に対する依

存度はどちらも低い。 

 

 

http://www.city.shinagawa.tokyo.jp/ct/other000054900/shinagawakeisat

usyo.pdf 

図 2-9 ヒヤリハットマップ生成サービスのイメージ例 
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 (5) 車両軌跡表示サービス 

 

動態管理サービスにおいて時間ではなく、特定の車両について注目し、

時間軸に添って軌跡情報として表示したのが、本サービスである。過去

から最新地点までの移動履歴がわかるため、どちらから進んできて、ど

ちらに進んでいくのかということが表現可能である。 

物流においては定期的な運行を行う物流車両が運行予定通りに運行さ

れているのかを確認する場合などに用いられる。 

車両軌跡表示サービスは数分程度のリアルタイム性は要求されないの

に対し、軌跡の一部が欠けてしまうと車両軌跡を見たい人が確認できな

いため、プローブ情報の欠測に対する依存度は高い。 

 

 

http://www.truck-next.com/pr/fujitsu_ten/top.htm 

図 2-10 車両軌跡表示サービスのイメージ例 
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 (6) 運転日報サービス 

 

特定の車両がその日、何時にどこを出発し、どこに荷物を配送し、何

時に車庫に戻ってきたかを日報形式で表示する機能である。一般的に表

形式で表現するものが多く、荷物の積み下ろし、休憩・休息なども含め

てその車両、もしくはその車両を運転していたドライバーの 1 日の動き

を示すものである。 

物流支援ではドライバーの１日の業務内容を示すものであり、これら

の日報を日々蓄積することで、労務管理の基礎データとして用いること

が多い。 

運転日報サービスは車庫到着後にデータがそろえばいいので、リアル

タイム性は要求されない。一方で、軌跡の一部が欠けてしまうと物流車

両が休憩しているのか、走行しているのかわからなくなり、プローブ情

報の欠測に対する依存度は高い。 

 

 

http://nichieirikuun.com/original3.html 

図 2-11 運転日報サービスのイメージ例 
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 (7) 省燃費運転レポートサービス 

 

特定の車両、もしくはその物流車両を運転するドライバーがどれだけ

エコな運転を行っていたのかを示すレポートを作成する。一般的には点

数付けを行うことが多く、アイドリング時間やエンジン回転数の情報な

どからエコ運転度を採点する。 

エコ運転度算出のロジックは各社様々であり、上記データに加えて速

度のふらつき度や加速度情報を用いた推定を行っている高度な採点を行

っているものもある。 

省燃費運転レポートサービスは日報サービス同様、車庫到着後にデー

タがそろえばいいので、リアルタイム性は要求されない。一方で、軌跡

の一部が欠けてしまうと急制動や急ハンドルの履歴が欠けることになり

正しくレポートを作成することができない。このため、プローブ情報の

欠測に対する依存度は高い。 

 

 

http://www.shigun.co.jp/jp/ando-anzen.html 

図 2-12 省燃費運転レポートサービスのイメージ例 
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 (8) 安全運転診断サービス 

 

特定の車両、もしくはその物流車両を運転するドライバーがどれだけ

安全な運転を行っていたのかを示すレポートを作成する。省燃費運転レ

ポートと同様で、急ブレーキの履歴やハンドルのふらつき具合、急発進

の履歴などから安全運転度を採点するものが多い。 

安全運転診断サービスは省燃費運転レポートサービス同様、リアルタ

イム性は要求されない。また、軌跡の一部が欠けてしまうと急制動や急

ハンドルの履歴が欠けることになり正しくレポートを作成することがで

きない。このため、プローブ情報の欠測に対する依存度は高い。 

 

http://e-nenpi.com/article/detail/156029 

図 2-13 安全運転診断サービスのイメージ 
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2.3 本共同研究のサービス想定 

 

2.3.1 官民によるプローブデータ連携サービス 

2.2 で示したように ITS 車載器は時刻、位置、速度などの ETC2.0 プロ

ーブデータを逐次、車載器内のメモリに蓄積している。上記プローブデ

ータは高速道路に設置された ITS スポットを経由して、センター装置で

あるプローブ処理装置に送信される。一方で、民間の路側機を通過した

場合は民間のセンター装置に送信される。一方、ITS 車載器は ITS スポ

ットや民間の路側機に ETC2.0 プローブデータをアップリンクした際、ア

ップリンクした ETC2.0 プローブデータを車載器内のメモリから消去す

る仕様になっている。つまり、ITS スポットから次の ITS スポット、民

間の路側機から次の民間の路側機までの間は車載器内のメモリに

ETC2.0 プローブデータを蓄積し、ITS スポットや民間の路側機の下を通

過した時にメモリ上に蓄積していた ETC2.0 プローブデータをセンター

装置に送信、車載器内部のメモリをクリアするという処理を繰り返すこ

とで、ETC2.0 プローブデータが逐次、サーバに蓄積されるという仕組み

である。 

 

ITS スポットは現在、高速道路上に設置されているため、高速道路上の

物流車両の走行履歴が把握できるが、一般道を長距離にわたり走行する

と次の ITS スポットの下を通過するまでに ITS 車載器内の蓄積容量を超

える ETC2.0 プローブデータを生成し、走行履歴等の ETC2.0 プローブデ

ータが欠測してしまうという課題があった。また、私有地に ITS スポッ

トが設置されることはないため、物流車両が車庫に戻ったということが、

次に ITS スポットを通過するまでわからない、という課題もあった。 

一方で民間の路側機は私有地に設置されることを想定している。例え

ば、物流車両の車庫に設置することで、物流車両の出庫、入庫を判断す

ることは可能となるが、出庫した物流車両は次に民間の路側機の下を通

過するまで道路上を長時間走行することが多いため、特定プローブデー

タの時と同様にITS車載器内の蓄積容量を超えるETC2.0プローブデータ

を生成し、次の民間の路側機を通過するまでのすべての軌跡情報を記録

できず、軌跡情報の一部が上書きされて消えてしまうという課題があっ

た。 
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表 2-9 ITS スポットと民間路側機からアップリンクされた 

プローブデータの比較 

 ITS スポット 民間の路側機 

設置場所 高速道路上(道路上) 私有地 (道路外) 

設置の特徴 10～20km ごとに設置 事業者の物流拠点（集配

所、駐車場など）に設置 

 利点 ・高速道路上の走行経路は

すべて収集可能 

・途中経路の通過が把握可

能 

 

・自ら設置した路側機通過時

に収集可能（例：配送拠点

や車庫への帰着が把握可

能） 

・一般道の走行経路は収集可

能（但し、走行距離に上限

あり） 

欠点 ・高速道路上の ITS スポッ

トを通過しないと収集不

可（一般道の走行経路は

収集できない場合あり、

リアルタイム性の欠如) 

・走行距離の上限を超えた場

合は一部の走行経路は収

集できない。 

 

 

上記の課題を解決するため、ITS スポットで収集した特定プローブデー

タと民間の路側機で収集した民間プローブデータを相互に補間すること

によって、物流車両の走行軌跡を欠測なく記録するとともに、車庫など

の物流拠点に車両が出庫/帰庫したことがわかるとともに、そこまでの軌

跡をアップリンクすることが可能になる。 

 

上記のように ITS スポットで収集した特定プローブデータと民間の路

側機で収集した民間プローブデータを相互に交換することで、特定個所

におけるリアルタイム性とお互いのプローブデータを補完した欠測の少

ないプローブデータを利用することが可能となる。 
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2.3.2 サービスにおけるリアルタイム性とサービスの成立性 

2.2 では一般的なテレマティクスサービスを時刻、位置、車両という観

点で分類したが、本節では前節でサービス例としてあげたサービスをリ

アルタイム性と欠測が発生した場合のサービスの成立性について検討す

る。 

 

(1) リアルタイム性によるサービスの分類 

ITS 車載器の ETC2.0 プローブデータ及び、本共同研究で用いたシステ

ム構成を用いることで、2.2.3 に示したテレマティクスサービスが提供

可能である。しかしながら、従来のテレマティクスサービスは 3G 回線な

どを保有した通信機を利用し車載器側で任意の時刻にプローブデータを

アップロード可能であるのに対し、ITS 車載器では ITS スポットなど路

側機の下を通過した際にしか ETC2.0 プローブデータがアップリンクさ

れない、という制約がある点である。 

このため、動態管理サービスなどリアルタイム性が要求されるサービ

スについては適さないのに対し、運転日報サービスなどリアルタイム性

があまり求められないサービスではテレマティクスサービスと同様にサ

ービスを提供することが可能という特徴を持つ。 

 

2.2.3 で示したサービスをリアルタイム性を必要とするか、比較的必要

としないかで分類すると以下のようになる。 

 

表 2-10 リアルタイム性によるサービスの分類 

 リアルタイム性：必要 リアルタイム性：比較的必要と

しない 

テレマティクス

サービス 

・動態管理サービス 

・渋滞情報生成サービス 

・警報/通知サービス 

・ヒヤリハットマップ生成サー

ビス 

・車両軌跡表示サービス 

・運転日報サービス 

・省燃費運転レポートサービス

・安全運転診断サービス 
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(2) 欠測が発生した場合のサービス成立性の依存度によるサービスの分類 

 

ITS 車載器の蓄積容量の制約から、長い間 ITS スポットなどの路側機の

下を通過しないと、ETC2.0 プローブデータの一部が欠測することがある。

このように ETC2.0 プローブデータに欠測が生じた場合、提供するサービ

スによってはサービス自体が成立しないことがある。例えば、運転日報

サービス、車両軌跡表示サービスのような連続した時間の情報が必要な

サービスについては一部のプローブ情報が欠測しただけでサービスとし

て成り立たなくなる可能性がある。一方で時間軸を固定したサービスに

ついては欠測が多くとも特定の時刻に情報が取れていればサービスとし

て成立するという特徴をもつ。このため、ある特定の時刻、時間に対し

てサービスを行う動態管理サービスや渋滞情報生成サービスについては

ETC2.0 プローブデータの欠測に対するサービスの成立性が高いという

ことができる。 

 

2.2.3 で示したサービスをプローブデータの欠測に対するサービスの

成立性の依存度で分類すると以下のようになる。 

 

表 2-11 欠測に対するサービスの依存度によるサービスの分類 

 欠測に対するサービスの 

依存度：高い 

欠測に対するサービスの 

依存度：低い 

テレマティクス

サービス 

・車両軌跡表示サービス 

・運転日報サービス 

・省燃費運転レポートサービス

・安全運転診断サービス 

・動態管理サービス 

・渋滞情報生成サービス 

・警報/通知サービス 

・ヒヤリハットマップ生成

サービス 
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リアルタイム性、欠測に対するサービスの依存度について各テレマテ

ィクスサービスをまとめると以下のような結果になる。 

 

表 2-12 リアルタイム性によるサービスの分類 

 リアルタイム性：必要 リアルタイム性：比較的必要と

しない 

欠測に対するサ

ービスの依存

度：高い 

 ・車両軌跡表示サービス 

・運転日報サービス 

・省燃費運転レポートサービス

・安全運転診断サービス 

欠測に対するサ

ービスの依存

度：低い 

・動態管理サービス 

・渋滞情報生成サービス 

・警報/通知サービス 

・ヒヤリハットマップ生成サー

ビス 
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2.3.3 想定サービス 

本共同研究では ITS スポットから取得された特定プローブデータと民

間の路側機から取得された民間プローブデータを相互に補間することで

欠測の少ない走行履歴を生成することが可能である。一方、リアルタイ

ム性については民間の路側機によってリアルタイム度は多少、向上する

ものの、物流車両が民間の路側機の下を通過することはほとんどない。

このため、リアルタイム性についてはほとんど向上しない。つまり、特

定プローブデータと民間プローブデータとを相互に補間することによっ

てリアルタイム性はあまり変化しないが、欠測が少ない走行履歴データ

をサーバ上に蓄積することが可能となる。 

上記の観点と 2.3.2 までの検討結果をふまえて、本共同研究において

収集されるプローブデータを用いて物流事業者に提供するサービスとし

ては 

・車両軌跡表示サービス 

・運転日報サービス 

・安全運転診断サービス 

・省燃費運転レポートサービス 

 

のようなリアルタイム性が比較的、必要としないサービスでなおかつ、

欠測に対するサービス成立性の高いサービスが適当であると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


